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米国では量的緩和の縮小が加速
米国ではFRB（米連邦準備制度理事会）がタカ派にシフトしています。12月に開催されたFOMC
（米連邦公開市場委員会）では、量的緩和の終了時期を当初の予定よりも３ヵ月早い2022年3
月末に前倒ししました。FRBはインフレが長期化していること、雇用も回復していることから、金融緩和
の出口を模索し始めているようです。今後は量的緩和終了後の利上げの回数や、バランスシート縮小
に関する議論の動向に市場の注⽬が集まりそうです。

欧州でも金融引き締めの動き
ECB（欧州中央銀行）も12月の理事会でPEPP（パンデミック緊急購入プログラム）を当初の予定
通り、2022年3月末をもって終了することを決定しました。英国のBOE（イングランド銀行、英国中
銀）は、コロナ禍が始まって以来、主要7ヵ国（G７）で初めて、政策金利の利上げを発表しました。イ
ンフレに対する警戒感から金融引き締めの動きがある一方、新型コロナウイルスの変異株・オミクロン型に
よる感染が拡大しているため、今後の欧州の感染状況には注意が必要です。

日本景気は再び減速する恐れも
⽇本のインフレ上昇率は他国と比較して穏やかなことから、⽇銀は金融政策の据え置きを決定していま
す。一方、足元のインフレは原材料の高騰と円安が原因のため、企業のコスト面での圧迫が続いていま
す。また、⽇本はワクチン接種の進展から新規感染者数を抑えることができていますが、オミクロン型の
感染者が徐々に現れており、景気が再び減速することも懸念されています。
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1月の主な政治・経済イベント

予定

6⽇(木) 米国 ISM（サプライマネジメント協会）非製造業景況感指数（12月）

7⽇(金) 米国 雇用統計（12月）

12⽇(水) 米国 消費者物価指数（12月）

14⽇(金) 英国 鉱工業生産指数（11月）

18⽇(火) ⽇本 金融政策発表

21⽇(金) ⽇本 全国消費者物価指数（12月）

26⽇(水) 米国 金融政策発表

28⽇(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（12月）

31⽇(月) ユーロ圏 10-12月期GDP（速報値）

1月中 IMF（国際通貨基金）世界経済⾒通し発表
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